
大規模地震の対応について  
１ 東海地震の対応基準 

 情報 生徒在校時の生徒への対応 夜間・休日の職員参集 

東

海

地

震

情

報 

① 予知情報 

警戒宣言発令 

学校は休校となる。 

生徒は保護者へ引き渡すまで学校で保護する。 

動員命令を待つことなく、教

職員は全員参集する。 

② 注意情報 学校は休校となる。 

原則として、生徒は保護者へ引き渡すまで学校

で保護する。 

動員命令を待つことなく、校

長・副校長は勤務校に参集す

る。 

③ 調査情報 平常授業を続けるが、不十分な情報の発令によ

り生徒に不安が生じる恐れがある場合には、情

報の内容・趣旨を説明する。 

情報の内容・趣旨を確認し、

状況判断する。 

＊①予知情報（警戒宣言発令）とは、東海地震が発生する恐れがあると認められ、「警戒宣言」が発せ

られた場合に発表される情報。 

② 注意情報とは、観測された現象が東海地震の前兆現象である可能性が高まった場合に発表される情

報。 

③ 調査情報とは、東海地震に関連する現象について調査が行われた場合に発表される情報。 

 

２ 大規模地震発生時の対応基準（藤野地区） 

 情報 生徒在校時の生徒への対応 夜間・休日の職員参集 

地

震

発

生 

震度５弱 

以上 

学校は自動的に避難所となる。 

生徒は、保護者へ引き渡すまで学校で保護する。 

校長・副校長は勤務校に参集

する。 

教職員は家族・自宅の被災状

況を確認した後、勤務校に参

集する。 

震度４ 

以下 

学校長判断とする。 

ただし、大規模な交通網の麻痺や停電、情報網

の混乱があった場合は、それらの状況に留意し、

生徒は保護者へ引き渡すまで学校で保護するな

どの、安全に十分に配慮した措置を講ずること

とする。 

校長・副校長は必要に応じて

勤務校に参集する。 

教職員は自宅待機し、参集連

絡があった場合は、家族・自

宅の被災状況を確認した後、

勤務校に参集する。 

 ※「市域のいずれかで、震度５強以上の地震が観測されたとき」と定義。 

   自校や地域が震度５弱以下でも、市内のどこか１地点で震度５強が観測されれば、  

   全校で大規模地震が発生した場合の対応とみなす。 

 

 

 

 


